
３ 改定基本計画の施策の体系

一般廃棄物処理基本計画改定検討委員会中間報告（概要）

（１）ごみ量の推移

４ ごみ量予測

ごみ量については、家庭ごみは人口動態、事業系ごみは経済動向の推移を踏

まえて予測した。

（予測結果）

・平成24年度実績283万トンに対し、平成41年度は10万トン減の273万トン

・現行計画との比較では、13万トン減（平成32年度）

（注）数値は、端数四捨五入したもの。

１ 計画改定の基本的考え方

２ ごみ処理の現状

(1) 計画目標は、経営計画の基本方針に沿って「循環型ごみ処理システムの推進」とする。

(2) 計画期間は、平成27年度から平成41年度までの15年間とする。

(3) 東日本大震災後の社会環境の変化を踏まえ策定する。

(4) ごみ量などの予測については、社会経済情勢や関連法令などの趣旨を踏まえて行う。

(5) 施設整備計画については、財政負担の低減、平準化についても配慮して策定する。

(6) 国、都、２３区の計画との調和を図り策定する。

（２）最終処分量の推移

※現行計画との主な変更点

ごみ量については、順調に減少しているが、下げ止まり傾向が見られる。
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[万トン] 最終処分量の推移
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最終処分量は、廃プラサーマル実施により大幅に削減できているが、震災の影

響などにより、目標は未達成となっている。
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単位：万トン 現行基本計画と改定基本計画のごみ量

現行計画ごみ量 実績ごみ量 改定計画ごみ量

現行計画ごみ量

実績ごみ量

改定計画ごみ量

11万トン

13万トン

1,833 1,812 1,769 1,757 1,692 1,676 1,645 1,636 1,792 1,827 1,795 1,784 1,757

514 515 516 522 526 512 507 433 184 89 88 81 74

65 53 51 54 52 55 57 57 55 56 59 62 62

1,089 1,143 1,165 1,155 1,133 1,147 1,125 1,097
1,027 976 935 914 937

3,501 3,524 3,501 3,488 3,403 3,390
3,334 3,223

3,058 2,947 2,876 2,841 2,831
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単位：千トン ごみ量の推移

区収可燃 区収不燃 区収粗大 持込

ごみ量

目 標

(2) 焼却灰の資源化

(3) 破砕処理残さの埋立処分量削減

取 組

(1) 安定稼働の確保

(2) ごみ受入体制の拡充

(3) 不適正搬入防止対策

(5) ごみ処理技術の動向の把握

(1) 環境保全対策

(2) 環境マネジメントシステムの活用

(1) 熱エネルギーの一層の有効利用

 ２　環境負荷の低減

 ３　地球温暖化防止対策
   の推進

 ４　最終処分場の延命化

 ５　災害対策の強化

循
環
型
ご
み
処
理
シ
ス
テ
ム
の
推
進

(4) 計画的な施設整備の推進

(2) 地域防災への貢献

施 策

１　効率的で安定した中間
  処理体制の確保

(2) 地球温暖化防止対策への適切な対応

(3) その他の環境への取組

　 （緑化、太陽光発電、雨水利用等）

(1) ごみ処理過程での資源回収

(1) 廃棄物処理施設の強靭化



５　清掃工場の施設整備計画
延命化の評価結果

（１）　施設整備計画の基本的考え方

  

（２）　整備対象施設

（４）　複数案の設定と整備スケジュール(案)の作成

複数案の設定

（３）　延命化の検討・評価

（５）　施設整備計画の今後の取組み

６　計画改定の今後のスケジュール

延命化導入工場数の違いにより複数の案を設定し、それぞれ整備スケジュール

（案）を作成した。

⇒延命化の導入により、いずれの案も概ね「必要な焼却余力」が確保でき、また、

事業費の大幅な節減が可能となった。

今後、安定したごみ処理や財政負担の低減、収集運搬の効率性などの観点から評価し、

最終案を選定する。

１ 安定的かつ効率的な処理

２ 整備工事の平準化（財政負担の低減・平準化と収集・運搬の効率性）

３ 長寿命化（延命化）の導入（ライフサイクルコストの低減・目標40年）

改定計画期間内に、稼働年数が25年を超える12施設とする。

（現行計画に基づき、既に工事や準備に着手した施設は計画どおり整備する。）

⇒整備対象施設の処理能力は、全体の約70％を占めており、一部工場を延命化し、

整備時期の平準化を図る。

｢延命化する場合｣と｢建て替える場合｣を比較し、評価する。

① 経費 ＝ 【ライフサイクルコスト（工事費＋維持補修費）】－【売電収入】

② 建物の評価

（評価結果）

・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）は、全ての工場で延命化の方が効果があったが、

売電を加味すると効果に差があった。

・総合評価の結果では、複数の工場で延命化の効果が見込まれた。

平成26年８月頃：改定計画(原案)の作成 平成27年１月：改定計画(最終案)の作成

平成26年９月～11月：パブリックコメント 平成27年２月：改定計画の決定（予定）
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現行計画に基づき着手（準備含む）している工場

一般に、

・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ） ⇒ 建替え回数が尐ない延命化の方が効果がある。

・エネルギー回収（売電収入） ⇒ 熱回収率の向上により、建替えの方が効果がある。

・建物を再利用したプラント更新工場は、延命化に不適。

延命化 建替え 事業費 建替え（注） 事業費

案１

有明

千歳
北

新江東
港

豊島
中央
渋谷

[８施設]

光が丘

目黒
江戸川

墨田
板橋

多摩川

[６施設]

1,860億円

有明

千歳
北

港
足立

品川
葛飾
世田谷

[８施設]

(2,631億円)

計画期間の余力は十分確保
(13％)できている。
参考期間については焼却能
力が不足している。

［焼却能力の不均衡が大き
い。］

案２

有明
千歳

新江東
港

中央
渋谷

[６施設]

光が丘
目黒

江戸川
墨田

北
豊島

板橋

[７施設]

1,863億円

有明
千歳

港
多摩川

足立
品川

葛飾
世田谷

[８施設]

(2,159億円)

計画期間の余力は十分確保
(13％)できている。
参考期間については焼却能
力は確保されているが、余力
が不足している。

［焼却能力はある程度平準
化されている。］

案３

有明
新江東

港
中央
渋谷

[５施設]

光が丘
目黒

千歳
江戸川
墨田

北
板橋

[７施設]

1,915億円

有明
港

豊島
多摩川
足立

品川
葛飾

世田谷

[８施設]

(2,322億円)

計画期間の余力は概ね確保
(10％)できている。
参考期間については焼却能
力は確保されているが、余力
が不足している。

［焼却能力はある程度平準
化されている。］

案４

有明

新江東
中央

渋谷

[４施設]

光が丘

目黒
千歳

江戸川
墨田

北
港
豊島

[８施設]

2,005億円

有明

板橋
多摩川

足立
品川

葛飾
世田谷

[７施設]

(2,166億円)

計画期間の余力は概ね確保
(9％)できている。
参考期間については焼却能
力は確保されているが余力
が不足している。

［焼却能力はある程度平準
化されている。］

参考

延命化を導入
しない

[０施設]

光が丘

目黒
有明

千歳
江戸川
墨田

北
港

豊島
[９施設]

2,461億円

新江東

中央
渋谷

板橋
多摩川
足立

品川
葛飾

世田谷
[９施設]

(2,789億円)

計画期間の余力は不足して
いる。
参考期間については焼却能
力が大きく不足している。

延命化効果の検証

灰溶融併設施設

計画期間 参考期間 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　焼却能力と焼却余力 （参考期間は、41年度ごみ量を用いて試算）
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必要となる焼却余力１２％

焼却余力０％（ごみ量＝焼却能力）

計画期間の余力[最小値]
13％（平均18％）

参考期間の余力[最小値]
▲2％（平均2％）

計画期間 参考期間

※整備対象以外の施設（足立、品川、葛飾、世田谷）は建替えとした。

計画期間の余力[最小値]
2％（平均11％）

参考期間の余力[最小値]

▲15％（平均▲1％）

計画期間 参考期間

（参考期間は、41年度ごみ量を用いて試算）

計画期間の余力[最小値]
9％（平均15％）

参考期間の余力[最小値]
3％（平均8％）

計画期間 参考期間

計画期間の余力[最小値]
10％（平均16％）

参考期間の余力[最小値]
2％（平均7％）

計画期間 参考期間

計画期間の余力[最小値]

13％（平均16％）
参考期間の余力[最小値]

1％（平均7％）

計画期間 参考期間

安定処理の条件：「実質焼却余力（青線）」が「必要な焼却余力12％（赤線）」を大きく下回らないこと

焼却余力について

・清掃工場の処理能力は、年間の可燃ごみ量に対し、ある程度の余力を見込む必要があり、
この余力を「必要な焼却余力」という。

・焼却余力は次の式で表す。

焼却余力（％）

年間の焼却対象ごみ量年間の計画焼却能力

年間の焼却対象ごみ量

×１００

事業費について

・工事は数年にわたるため、年度別に支払額を試算して算出した。
・循環型社会形成推進交付金は見込んでいない。

・消費税は5%とした。

焼却余力（％）

年間の焼却対象ごみ量年間の計画焼却能力

年間の焼却対象ごみ量

×１００

建物の
評価

総合
評価

評価のポイント

有明 １２ 億円 ○ Ａ 熱供給が主体で、建替え(売電収入)の効果小

千歳 １０ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に若干上乗せ(機能回復)が必要、全体的には建替費が高い。

江戸川 ▲９ 億円 ○ Ｃ 延命化工事費に多くの上乗せ(機能回復)が必要。

墨田 ▲６ 億円 ○ Ｃ 延命化工事費に多くの上乗せ(機能回復)が必要。

北 ▲３ 億円 ○ Ｂ 延命化工事費に上乗せ(機能回復)が必要。

新江東 ８８ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に上乗せは不要、全体的には建替費が高い。

港 ２１ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に上乗せは不要、全体的には建替費が高い。

豊島 １ 億円 ○ Ｂ 延命化工事費に上乗せは不要、建替え(売電収入)の効果がある。

中央 １０ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に上乗せは不要、全体的には建替費が高い。

渋谷 ４ 億円 ○ Ｂ 延命化工事費に上乗せは不要、建替え(売電収入)の効果がある。

板橋 ▲１３ 億円 × Ｃ プラント更新工場であり、延命化に不適。

多摩川 ２２ 億円 × Ｃ プラント更新工場であり、延命化に不適。
(注１)　延命化効果とは「建替え」よりも安くなる（▲は高くなる）経費　　　(注2)　評価時点での稼働年数が短いため、今後の稼働状況を見極める必要がある工場

工場名

計
画
期
間
に
稼
働
30
年
超

30
年
未
満
(注2)

延命化効果（注１）
【経費（18年間）】

Ａ：延命化効果が高い（＋５億円超）

Ｂ：延命化効果は建替えと同程度（±５億円）

Ｃ：延命化効果がない （－５億円未満）

検討案
延命化
施設数

有
明

千
歳

江
戸
川

墨
田

北
新
江
東

港
豊
島

中
央

渋
谷

板
橋

多
摩
川

計画期間の
事業費

案１ 8 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 1,860億円

案２ 6 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 1,863億円

案３ 5 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 1,915億円

案４ 4 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 2,005億円

参考
延命化

導入なし Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 2,461億円

…延命化 …建替え ※英字(Ａ､Ｂ､Ｃ)は総合評価
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千歳

江戸川

墨田

北

新江東

港

豊島
中央
渋谷
板橋
多摩川

足立

品川

葛飾
世田谷

新大田

新練馬

新杉並計：900ﾄﾝ/日

計：1800ﾄﾝ/日

計：5500ﾄﾝ/日

計：2100ﾄﾝ/日 計：2100ﾄﾝ/日
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H5年度

H6年度～

H10年度

H11年度～

H15年度

H16年度～

H20年度

H21年度～

H25年度

H26年度～

H30年度

焼却能力

建設年度

年度別施設整備規模

整備対象施設

（平成30年代に

稼働25年以上）

単位：ﾄﾝ/日

現行計画に基づき着手（準備含む）している工場

延命化 建替え 事業費 建替え（注） 事業費

案１

有明

千歳
北

新江東
港

豊島
中央
渋谷

[８施設]

光が丘

目黒
江戸川

墨田
板橋

多摩川

[６施設]

1,860億円

有明

千歳
北

港
足立

品川
葛飾
世田谷

[８施設]

(2,631億円)

計画期間の余力は十分確保
(13％)できている。
参考期間については焼却能
力が不足している。

［焼却能力の不均衡が大き
い。］

案２

有明
千歳

新江東
港

中央
渋谷

[６施設]

光が丘
目黒

江戸川
墨田

北
豊島

板橋

[７施設]

1,863億円

有明
千歳

港
多摩川

足立
品川

葛飾
世田谷

[８施設]

(2,159億円)

計画期間の余力は十分確保
(13％)できている。
参考期間については焼却能
力は確保されているが、余力
が不足している。

［焼却能力はある程度平準
化されている。］

案３

有明
新江東

港
中央
渋谷

[５施設]

光が丘
目黒

千歳
江戸川
墨田

北
板橋

[７施設]

1,915億円

有明
港

豊島
多摩川
足立

品川
葛飾

世田谷

[８施設]

(2,322億円)

計画期間の余力は概ね確保
(10％)できている。
参考期間については焼却能
力は確保されているが、余力
が不足している。

［焼却能力はある程度平準
化されている。］

案４

有明

新江東
中央

渋谷

[４施設]

光が丘

目黒
千歳

江戸川
墨田

北
港
豊島

[８施設]

2,005億円

有明

板橋
多摩川

足立
品川

葛飾
世田谷

[７施設]

(2,166億円)

計画期間の余力は概ね確保
(9％)できている。
参考期間については焼却能
力は確保されているが余力
が不足している。

［焼却能力はある程度平準
化されている。］

参考

延命化を導入
しない

[０施設]

光が丘

目黒
有明

千歳
江戸川
墨田

北
港

豊島
[９施設]

2,461億円

新江東

中央
渋谷

板橋
多摩川
足立

品川
葛飾

世田谷
[９施設]

(2,789億円)

計画期間の余力は不足して
いる。
参考期間については焼却能
力が大きく不足している。

延命化効果の検証

灰溶融併設施設

計画期間 参考期間 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　焼却能力と焼却余力 （参考期間は、41年度ごみ量を用いて試算）
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実質焼却余力（％）

必要となる焼却余力１２％

焼却余力０％（ごみ量＝焼却能力）

計画期間の余力[最小値]
13％（平均18％）

参考期間の余力[最小値]
▲2％（平均2％）

計画期間 参考期間

※整備対象以外の施設（足立、品川、葛飾、世田谷）は建替えとした。

計画期間の余力[最小値]
2％（平均11％）

参考期間の余力[最小値]

▲15％（平均▲1％）

計画期間 参考期間

（参考期間は、41年度ごみ量を用いて試算）

計画期間の余力[最小値]
9％（平均15％）

参考期間の余力[最小値]
3％（平均8％）

計画期間 参考期間

計画期間の余力[最小値]
10％（平均16％）

参考期間の余力[最小値]
2％（平均7％）

計画期間 参考期間

計画期間の余力[最小値]

13％（平均16％）
参考期間の余力[最小値]

1％（平均7％）

計画期間 参考期間

安定処理の条件：「実質焼却余力（青線）」が「必要な焼却余力12％（赤線）」を大きく下回らないこと

焼却余力について

・清掃工場の処理能力は、年間の可燃ごみ量に対し、ある程度の余力を見込む必要があり、
この余力を「必要な焼却余力」という。

・焼却余力は次の式で表す。

焼却余力（％）

年間の焼却対象ごみ量年間の計画焼却能力

年間の焼却対象ごみ量

×１００

事業費について

・工事は数年にわたるため、年度別に支払額を試算して算出した。
・循環型社会形成推進交付金は見込んでいない。

・消費税は5%とした。

焼却余力（％）

年間の焼却対象ごみ量年間の計画焼却能力

年間の焼却対象ごみ量

×１００

建物の
評価

総合
評価

評価のポイント

有明 １２ 億円 ○ Ａ 熱供給が主体で、建替え(売電収入)の効果小

千歳 １０ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に若干上乗せ(機能回復)が必要、全体的には建替費が高い。

江戸川 ▲９ 億円 ○ Ｃ 延命化工事費に多くの上乗せ(機能回復)が必要。

墨田 ▲６ 億円 ○ Ｃ 延命化工事費に多くの上乗せ(機能回復)が必要。

北 ▲３ 億円 ○ Ｂ 延命化工事費に上乗せ(機能回復)が必要。

新江東 ８８ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に上乗せは不要、全体的には建替費が高い。

港 ２１ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に上乗せは不要、全体的には建替費が高い。

豊島 １ 億円 ○ Ｂ 延命化工事費に上乗せは不要、建替え(売電収入)の効果がある。

中央 １０ 億円 ○ Ａ 延命化工事費に上乗せは不要、全体的には建替費が高い。

渋谷 ４ 億円 ○ Ｂ 延命化工事費に上乗せは不要、建替え(売電収入)の効果がある。

板橋 ▲１３ 億円 × Ｃ プラント更新工場であり、延命化に不適。

多摩川 ２２ 億円 × Ｃ プラント更新工場であり、延命化に不適。
(注１)　延命化効果とは「建替え」よりも安くなる（▲は高くなる）経費　　　(注2)　評価時点での稼働年数が短いため、今後の稼働状況を見極める必要がある工場

工場名

計
画
期
間
に
稼
働
30
年
超

30
年
未
満
(注2)

延命化効果（注１）
【経費（18年間）】

Ａ：延命化効果が高い（＋５億円超）

Ｂ：延命化効果は建替えと同程度（±５億円）

Ｃ：延命化効果がない （－５億円未満）

検討案
延命化
施設数

有
明

千
歳

江
戸
川

墨
田

北
新
江
東

港
豊
島

中
央

渋
谷

板
橋

多
摩
川

計画期間の
事業費

案１ 8 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 1,860億円

案２ 6 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 1,863億円

案３ 5 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 1,915億円

案４ 4 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 2,005億円

参考
延命化

導入なし Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 2,461億円

…延命化 …建替え ※英字(Ａ､Ｂ､Ｃ)は総合評価


